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陥」の 3 つのカテゴリーに明らかになった。 

製造上の欠陥：ALI（1998）第 2 条（a）によれば、「たとえ製品の準備、販売に際し、あら

ゆる可能な注意が尽くされていたとしても、製品がその意図された設計から逸脱している場

合」には、その製品は製造上の欠陥を有するといわれる。製造上の欠陥には 2 つのタイプに

分けられる。第一に、製造業者が欠陥のある原材料（例えばホイールに極めて脆い鋼鉄を使

用する）を用いて製品を組み立てたことで生じた欠陥と、第二に製造業者が誤った方法で原

材料を組み立てたことで生じた欠陥、例えば、製造工程で重要な電線を誤って切断してしま

ったような場合である。どちらの場合であっても、製品は製造業者自身の設計仕様を満たし

ていない。 

 ある製品が製造業者自身の仕様に合致していないことを、原告が証明することができれば、

製造業者はほとんど抗弁できず、通常は製造業者に責任があるということになる。しかし、

自動車産業界内で品質プロセス改善技術が普及し続けるにつれて、自動車の従来の製造上の

欠陥の数は減少し続けると思われる（Dassbach, 1994）。 

 特定の AV 技術が、欠陥の生じやすい特定の部品（たとえば、欠陥の発生率の高いセンサ

ー等）に依存していない限り、製造上の欠陥を巡る大きな訴訟が生じることはないと予測し

ている。もちろん、製造上の欠陥が生じ、事故につながった場合には、もちろん、一般的に

原告は補償を受けることになる。 

設計上の欠陥：設計上の欠陥の申立ては、製品自体の設計に欠陥があることを提起するも

のである。自動車の場合でいえば、原告はしばしば、自動車の衝突安全性が不十分であり、

衝突時に乗員を十分に保護できなかったことを主張するであろう。 

自動車は衝突に耐えるというよりも、衝突を回避することに長けるようになるにつれ、衝

突安全性の概念も徐々に進化して行く必要がある。 

裁判所は、設計上の欠陥に関して、主として消費者の期待と費用便益の 2 つ主要なテスト

を用いてきた。ある裁判所では、消費者の期待のテストについて次のように説明している

（Donegal Mutual Insurance 対 White Consolidated Industries の裁判、2006）。 

意図された方法、あるいは妥当に予測可能な方法で車両を使用した場合に、一般の消費者

が予測する以上に危険であれば、設計あるいは構造に欠陥のある製品と見なされる。さら

に、製品によってもたらされるリスクに関して一般の消費者がどのようなことを予測する

かというのは、一般に事実の審理を行う者が判断する者である。 

 
ALI（1977）第 402A 項のコメント i では、「不合理な危険」を、部分的には消費者の期待の問

題であると定義している。 

 



44 

i 不合理な危険：本条に記載された規則は、製品の欠陥状態が使用者や消費者にとって、不

合理に危険である場合にのみ適用される。多くの製品は、すべての消費に対して完全に安

全なものとすることが不可能であり、どのような食品や医薬品でも、過剰な接種により、

何らかの害を及ぼす危険性を含んでいる。普通の砂糖は、糖尿病患者にとっては猛毒であ

り、ヒマシ油はムッソリーニ政権下で拷問の手段として使用された。これはこのセクショ

ンで意味する「不合理な危険」には該当しない。販売される物品は、その特性について社

会通念上、一般的な知識を持って購入する一般消費者が想定する程度を超える危険性を有

していなければならない。 

 

現在も消費者の期待のテストは、今でもいくつかの法域で利用されているが、多くの法域

では実行不可能として放棄されている。 

消費者の期待のテストは、消費者が AV 技術の性能について非現実的な期待を抱いている

可能性があることから、AV 技術の製造業者に莫大な損害賠償を負わせるかもしれない（一例

が Hisrich 対 Volvo Cars of North America 社の訴訟[2000]。エアバックの展開が死亡事故につな

がった後の製造物責任訴訟において、オハイオ州法の下、消費者の期待のテストの指示が認

められた）。主に消費者の期待に依存する設計上の欠陥の定義は、多くの設計上の欠陥を発見

することになり、製造業者の重大な責任につながる可能性がある。消費者による技術の性能

を超える信頼を防ぐために、消費者の期待を管理することは、事故の発生件数を最小限にし、

法的責任を低減する上で重要であろう。 

費用便益（リスク効用と呼ばれることもある）テストは、多くの裁判所が設計の欠陥を判

断する際に用いられている。このテストでは、特定の設計が提供する便益あるいは効用と、

それに付随する費用あるいはリスクを比較検討する。ただし、設計上の欠陥の有無を判断す

るために、裁判所が費用便益分析に使用する精密な要素は、法域によって異なっている。 

設計上の欠陥に関する責任の現行法は、AV 技術の効率的な導入を妨げている可能性があ

る。例えば、ある種の衝突回避技術「自動ブレーキ」が 80%の確率で衝突を回避できるとす

る。しかし、残りの 20％の確率で、その技術は機能せず、その技術がないと同じように事故

が発生する。このような衝突事故の被害者は、製造業者を訴え、自分たちの事故では適切に

作動しなかったので、製品に欠陥のあったと主張するであろう。現在の責任法理に基づくな

ら、被害者にはもっともらしい主張をしている。すなわち、製品が設計通りに機能しなかっ

たのである（製造上の欠陥）。そのような技術を自動車に採用するかの判断を迫られた製造業

者は、純粋に予想される賠償責任コストを考慮して、採用しないことを決定する可能性が高

い。 

しかし、この技術による社会的な利益は相当なものになると思われる。（現行の不法行為法
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では、イノベーションを非効率的に阻止することになるため、改革を提案している

Parchomovsky と Stein[2008]参照）。下位のカテゴリーの衝突事故においてさえ、80％減少す

れば（あるいはたとえ 10％の減少でも）、多くの人命と数十億ドルを節約することができる。

現在の賠償責任制度は、このような状況において、民間のインセンティブと公共の利益を一

致させるという点でうまく機能していない。 

この問題に対するアプローチの 1 つは、先に述べたように、費用便益分析を、責任の基準

に取り入れる方法である。そうすることで、この技術に関連する衝突コスト削減の利益が考

慮されるため、製造業者の法的責任を軽減する可能性がある。もし費用便益分析にこれらの

便益を含めることが認められれば、AV 技術に起因する衝突事故に対する不法行為責任が発

生する可能性は低くなる。というのも、これらの技術の採用は、ヒューマンエラーと交通事

故の原因となるというよりは、それを減らす可能性の方がはるかに高いと思われるからであ

る。長期的には、これが社会にとって最適な解決策になると思われる。 

しかし、これは長期的には社会的最適解の予測には役立つだろうが、短期的にはより安全

な製品設計を選ぶインセンティブを損なう可能性もある。自動車製造業者が、2 つの AV 技術

のどちらかを選ぶことができ、その一方は他方よりもずっと安全性が高いが、コストはわず

かに高いだけだと仮定してみよう。もし裁判所が、AV 運転技術により回避できた衝突事故の

メリットを勘案した費用便益分析を採用するならば、製造業者はより安全な技術とより危険

な技術のどちらを選んだとしても、責任を問われなくなるであろう。AV 技術の採用により、

社会にもたらされる長期的な費用と便益に焦点を合わせることで、裁判所は短期的で効率的

な安全の機会を損なう可能性がある。このように、より多くの費用と便益を含めて責任の費

用便益分析を行うことは、短期的には安全に対する他のインセンティブを損ねることになり

かねない19。 

この技術の社会的メリットを最大化するために、政策立案者は、安全に対する限界的なイ

ンセンティブを損なうことなく、この技術の開発を促進するために、責任体制と規制体制を

構築する必要がある。製造物責任に伴う費用便益分析に、どのような費用と便益を含めるか

を決めるには、慎重な考察とさらなる研究が必要であろう。 

 

人とコンピュータの相互作用 

我々はまた、監視的な運転者とともに機能するよう設計されている過渡的な技術について

は、運転者を監視し、それを補完する最適な方法についての訴訟を予想する。これはとりわ

 
19 不法行為制度ではどのように短期的・長期的な最適化のバランスを取ろうとしているかの詳細な検

討は Anderson(2007)参照。 
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け困難な問題である。というのも、積極的に参加せずに運転機能を注意深く監視することは、

直接に関与していないときは注意を失いがちな人間にとって、非常に困難なことだからだ。

これらの技術に過度に依存することなく、ヒューマンエラーを最小限にする適切な方法を見

つけることは困難であり、事故後の訴訟を引き起こす可能性がある20。この技術が完全な自動

運転が可能なほど成熟してからも、AV 技術を監視する責任のある運転者の必要性に注目し

続けることが、自動車メーカーの利益になると思われる。これらの自動車メーカーは、可能

な限り、衝突事故は運転者の道徳的・法的責任であるという、社会的・法的規範を維持する

ことで、自らの法的責任を最小化し、安全を確保したいのであろう21。 

最後に、自動車製造業者がその自動車に AV 技術を装備しなかったことを理由に訴えられ

る可能性もある。自動車の分野では、この主張が成功する場合とそうでない場合があり、製

造者側の「州の不法行為による救済は連邦規則によって専占される」という主張が認められ

ることもある。以下では、専占および規制と不法行為の関係について検討する。 

警告の欠陥：：製品はまた、適切な警告が含まれていないことを理由に欠陥があるとされる

こともある。製品に隠れた危険がある場合、製造者にはこの危険を警告する義務がある。も

しその警告を怠った場合は、警告の失敗の結果として、欠陥のある商品と見なされる。 

AV に関してどの程度の警告が適切であるかを巡るかなりの訴訟が予想される。製造業者

は消費者に対して、定速走行・車間距離制御機能と車線保持機能を使いながらノートパソコ

ンを使ってはいけないと警告すべきだろうか。こうした訴訟において原告は、そのような警

告のコストは些細なものであり、多くの人命を救うことができるはずだ、と主張するであろ

う。これに対し被告は、「警告を必要とするあらゆる状況を予測するのは不可能であり、自動

車に添付した取扱説明書に、この自動車の AV システムの限界を明記している」と主張する

だろう22。 

新たな車両通信技術も、警告義務に変化をもたらすであろう。多くのステークホルダが、

自動車がワイヤレスでインターネットに接続され、自動車のオペレーティングシステムのソ

フトウェアやそのほかの更新が可能になると予測している。理論的には、これによって、製

造業者からあらゆるカテゴリーまたはサブカテゴリーの自動車に、ほぼ瞬時に警告を送るこ

とが比較的容易にできるようになる。これは、製造業者が消費者に危険を知らせた方が、よ

 
20 同時に複数の運転者補助システムを使用した場合も危険性が高くなる。例えば車線保持機能と定速

走行・車間距離制御機能（ACC）の両方に頼っていた場合、頼り過ぎによるリスクが生じる。このリ

スクは、そのどちらか一方のみ使用していれば回避できたはずである。 
21 Kyle Graham（2012）は、新たな技術には明らかに欠陥があると思われる場合でも、この技術に対し

て「ユーザを非難する」傾向があると述べている。 
22 警告の適切な役割に関する問いには、次のセクションで論じる専占の問題も関わってくる。 
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り合理的（安価）であるため、製造業者が危険を認識した場合の警告義務を増加させる可能

性がある（Smith, 2013a）。 

これと同時に製造業者は、利用できるようになった車両運転とその環境に関する膨大なデ

ータを用いて、その製品の特定のサブカテゴリーのシステム的な問題を特定する能力が高ま

る可能性がある（Smith, 2013a）。これはまた、製造業者の法的責任を増加させる可能性があ

る。 

 

規制が法的責任に及ぼす影響と専占 

関連規制、工学基準、業界慣習は、通常の場合は認められるが、被告が注意義務の基準を

適切に守っていたか否かに関しては解決の決定打にはならない（Owen, Montgomery, Davis, 

2007, p. 290）23。したがって、ほとんどの州の不法行為訴訟では、原告も被告も、その申立て

の中で連邦規制、基準あるいは業界慣習の証拠などを自己の主張の際に言及することができ

る。陪審員は被告が適切な注意義務の基準を満たしたかの判断において、この証拠を自由に

検討することができる。この一般的なルールとは反対に、ALI（1998）第 4 条では、製造物責

任訴訟で製造業者が関連法の遵守を怠ったと見なされる場合、設計上の欠陥あるいは警告義

務違反の訴訟で責任を問われることになるが、製造業者が関連法を遵守していたとしても、

賠償責任を免除されることはない、としている24。 

しかし、連邦の専占に関連する訴訟では、特定の状況下では、連邦規制を遵守することで、

州裁判所における被告の責任が完全に、免除される場合がある25。専占とは、連邦指定機関が

制定した規則と矛盾する州法を、連邦議会が専占する意図があると裁判所が判断した場合に

生じる。これは、連邦法が矛盾する州法を明示的に専占する場合（明示的専占）と、州の不

 
23 次のセクションで説明するように、AV 技術に関するソサエティ・オブ・オートモーティブ・エンジ

ニアズ（SAE）の基準が導入されつつあるが、現時点では連邦規制はほとんど存在しない。 
24 ALI（1998）第 4 条「製品安全の立法もしくは規則への適合及び不適合」では、次のように規定して

いる。 
欠陥設計または不適切な指示もしくは警告に対する責任に関連して： 
(a)製品が、関連する製品安全の立法もしくは行政規則に適合していないことは、その立法もしくは

規則が減少させようとしているリスクに関して、当該製品を欠陥ならしめる。 
(b)製品が、関係する製品安全の立法もしくは行政規則に適合していることは、その立法もしくは規

則が減少させようとしているリスクに関し、当該製品が欠陥であるか否かを決定する際、適正に

考慮される。ただし、法律問題としては、適合しているからといって、製品の欠陥の認定を妨げ

るものではない。 
森島昭夫監訳・山口正久訳「米国第三次不法行為法リステイトメント製造物責任法」84 頁（木鐸社、

2001 年） 
25 この原則は米国憲法の最高法規条項に基づく(第 6 条第 2 節) 
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法行為法と矛盾する規定を設けることによって、暗示的に専占される場合のいずれかに該当

する場合に生じる。したがって、製品製造業者は、連邦安全規則が矛盾する州の不法行為法

に専占し、負傷した原告による訴訟を排除すると主張することができる。 

専占は議論の分かれる問題である。この原則の提唱者は、専門家である連邦機関の方が、

素人の陪審員よりも、製品のデザインや警告の適切な利点と欠点を秤にかけるのに適してい

ると主張し、51 の裁判管轄の陪審員の特定の判決によって、製品製造業者が、51 の異なる、

時には矛盾する一連の要件を課せられるのは不公平であると主張する。 

専占の反対論者は、州の不法行為法の権利を消滅させることは、州の権利を侵害している

と主張し、米国最高裁判事 Louis D. Brandeis の有名な言葉を引用する。この判事は「勇気あ

る一つの州は、もしその市民が選択するのであれば、実験室として機能し、そしてその他の

州に危険を及ぼすことなく、新しい社会経済実験を試みることができる」として、その可能

性を探ろうとした（New State Ice Co.対 Liebman[1932]の訴訟における Brandeis 判事の反対意

見）。連邦の専占の反対論者は、連邦政府による専占は、この「実験室」や規制の革新を阻害

するだけでなく、強力な産業界が我々の伝統的な訴権を奪い、州の関連規制当局を無力化す

ることを許すと、連邦政府専占の反対派は主張する。    

州の不法行為法に基づく救済措置の専占に対する、根本的なもう一つの議論は、不法行為

法制度そのものの機能から生じる。州の不法行為法が、リスク規制の効率的な手段としての

み存在し、連邦政府の方がより良い仕事をするのであれば、専占は理に適っているといえる

かもしれない。近年では、Jules Coleman をはじめとする一部の不法行為論者が、不法行為の

重要な機能は、是正的正義、すなわち過ちを正すための手続きを提供することであると主張

している。（Coleman, 1992、Zipursky, 2003）。連邦の専占により、州の救済策を、それに相当

する手続きに置き換えることなく、排除するものである。従って、不法行為法の 1 つの重要

な機能が、是正的正義、あるいは民事的救済であると信じる人は、連邦の専占に懐疑的であ

るかもしれない。 

自動車業界では、製造業者のエアバッグ不装着をめぐる訴訟において、黙示的専占が行わ

れた。Geier 対 American Honda Motor Co.の訴訟（2000）において、連邦最高裁判所は、製造

業者がエアバッグを装着しなかったことを巡る州の不法行為訴訟は、国家交通自動車安全法

（合衆国連邦法、1966 年）により事前に排除されるとした。より具体的には、製造業者は、

米国運輸省が公布した連邦自動車安全基準（FMVSS）208 に基づき、1987 年型車の一部（全

てではない）への自動安全装置（訳者注：エアバックやシートベルトのこと）の装着を求め

られている。原告側は、州の不法行為法に基づき、エアバッグを装着しなかったのは被告の

過失だと主張したが、連邦最高裁は、州裁判所におけるこの訴訟の判決は、連邦自動車安全

基準 208 の目的と矛盾するため、州の訴訟は専占されるとした。しかしこの判決は、5 対 4 の
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僅差だった。 

この判決以降、裁判所は黙示の専占の申立てをいくつか却下している。例えば Wyeth 対

Levine（2009）事件では、アメリカ食品医薬品局（FDA）による医薬品の表示認可が、傷害を

被った患者のための州法上の請求を専占しているという主張を 6 対 3 で退けた。また連邦自

動車安全基準に関しては、裁判所は製造業者側の「シートベルトの使用に関する連邦自動車

安全基準により、ミニバンの 3 列目中央の位置に 3 点シートベルトを装着しなかったことに

対する、州裁判所における不法行為訴訟の判決は無効になる」という専占の主張を検討した。

Williamson 対 Mazda（2011）の判例では、最高裁は 8 対 0 の票決により、黙示的専占は適用

されないとした。 

AV 技術に関して NHTSA（国家道路交通安全局）が公布した規制はほとんどない。同局が

この規制を定めれば、製造業者側は、州の不法行為法に基づく申立てはこの規制の目的に合

致せず、専占されると主張することになるだろう。しかし、最近の Wyeth 対 Williamson の判

決から、連邦最高裁は、立法意図が明示された証拠がない限り、州裁判所の不法行為請求が

専占されていると認めることには慎重であることが示唆されている。 

 

明示的な立法府の専占 

連邦議会は、いくつかの方法で、この分野における州裁判所の不法行為訴訟を妨げる法案

を通過させることができる。まず立法者は AV 技術の法的責任を明確に制限することができ

る。まれではあるが、こうした技術に特化した立法にはいくつかの前例がある。1957 年に連

邦議会は、プライス・アンダーソン原子力産業補償法を可決し、新興の原子力産業の賠償責

任を軽減した（合衆国連邦法、1957 年）。また 1986 年には製薬会社の責任を制限し、ワクチ

ンで傷害を被った人のための無過失補償制度を創設するため、全米小児期ワクチン傷害法を

可決した（合衆国連邦法、1986 年）。1990 年に米国連邦議会は、石油流出事故責任信託基金

油濁基金を創設し、石油会社の責任を制限した（合衆国連邦法、1990 年）。1994 年の一般航

空活性化法（General Aviation Revitalization Act of 1994）は、休止法を制定し、製造から 18 年

経過後の航空機について、過失が示されたとしても、小型航空機製造業者を責任から免除し

た（合衆国連邦法、1994 年）。1999 年、連邦議会は「Y2K」に関連する問題に対する賠償責

任を制限した（公法 106—37）26。2005 年に連邦議会は、公衆衛生上の緊急事態が宣言された

場合、ワクチンによる傷害の責任から医薬品製造業者を保護する、公共準備及び緊急事態準

備法を可決した（合衆国連邦法、2005 年）。国際的には、1929 年ワルソー条約は、国際線に

 
26 2000 年損害賠償責任法（公法 106－37）は、Y2K の賠償責任を制限するもので、損害の明確かつ納

得できる証拠を求め、賠償金を 250,000 ドルと補償的損害賠償の 3 倍のどちらか少ない方に制限す

るとしている。また、連帯責任ではなく比例責任を求めている。 
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よる航空機を利用した旅行の際の人身事故（および荷物紛失）の責任を制限した。これは、

国際線の墜落事故に対する航空会社の責任に上限を設けるという効果をもたらした。連邦議

会は単純にこうした技術に対する責任を制限する法案を通過させることはできる。しかし、

そのような責任免除がどのような場合に適用されるべきであるかを正確に判断するためには、

難しい線引きが必要である。 

第 2 に、連邦議会は保護装置としての再保険を提供することができる。リスク分散を促進

するための若干異なるモデルは、2002 年テロリズムリスク保険法（合衆国連邦法、2002 年）

にみられる。この法律では、2001 年 9 月 11 日のテロ攻撃以降、保険加入が極めて難しくな

ったテロ攻撃に対する保険の利用可能性を促進するために、責任免除ではなく、保護装置と

しての再保険プログラムが創設された。これと同様に、AV の賠償責任の新規性が、異常な問

題を引き起こす場合、連邦議会は再保険の保護装置を創設するために、同様の法案を通過さ

せる可能性がある。 

 

結論 

米国の不法行為制度が AV 技術にどのように適用され、またそれが AV 技術の効率的な導

入にどのように影響するかについて検討してきた。既存の賠償責任制度の下では、AV 技術を

搭載した車両の所有者や運転者に特別な賠償責任の懸念をもたらすものではないようである。

実際のところ、これらの技術がもたらすであろう事故件数の減少と、それに伴う保険料の低

減は、一般的に運転者と自動車保険会社によるこの技術の採用を促進することになるであろ

う。  

一方、製造業者の責任は増大することが予想され、これらの技術の非効率的な採用の遅れ

につながる可能性がある。運転者を補助するが、運転者がその一部あるいは全部を制御する

ことになるシステムに対して、運転者がこのシステムの実際の性能について誤った情報を与

えられていた、という主張がなされた場合、製造業者はいくつかの責任論に基づいて、責任

が問われることになる可能性がある。警告と消費者教育は、これらのシステムに対する製造

業者の法的責任に対処する上で重要な役割を果たすことになる。製造業者は広告の際に、シ

ステムの性能を控えめに表示し、こうした性能を備えた自動車を購入する所有者に教育を行

い、この機能を始動させる前に、性能についての限界を理解したということの確認を何らか

の形で運転者に求めることになるだろう。一部の製造業者は、これらの技術が作動した際の

運転者の行動を監視し、運転者が注意不足と思われる場合には、運転者に警告するか、技術

を停止させたりすることで、運転者が運転の責任を理解し維持できるように、さらなる措置

を講じている。自動車の動きに対しては運転者の責任を継続させることを、製造業者は推し
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進めるように思われる27。 

製造業者の責任問題のために、社会的に有益な技術の導入が遅れる可能性がある。こうし

た遅れは、完全な自動運転車のような、極めて複雑な技術には本当に適切なのかもしれない

が、自動車が走行するのに必要な様々な条件を考慮すると、完全な信頼性を証明することは

極めて難しいだろう。その一方で、一部の時間帯に恩恵をもたらし、それ以外の時間帯には

なんらの害をもたらさない技術の場合は、（こうした遅れが）問題になるかもしれない。この

問題に対処する方法の 1 のアプローチは、より包括的な費用便益分析を、賠償責任の基準に

組み込むことである。これは、この技術に関連する事故関連費用の削減という利益を考慮す

ることができるため、製造業者の責任を軽減する可能性がある。しかし、費用便益分析に何

を含めるかの適切な組み合わせを特定するのは難しい28。 

もう 1 つの可能なアプローチが、明示的あるいは黙示的な規制の専占であり、製造業者に

対してこの技術の最も有望な形を規制に組み込むように要求すると同時に、製造業者を州の

裁判所の責任から免除することである。 

製造業者側も、製品ではなくサービスとして輸送手段を提供することで、法的責任に影響

を与えることができるかもしれない。Bryant Walker Smith は、製造業者が、購入し所有する商

品としてではなく、継続的サービスが受けられる商品として、自動運転車を提供する可能性

を示唆している（Smith, 2013b）。そうすることにより、製造業者はその契約法を用いて法的

責任を制限し、製品の使用方法をより適切に管理できるかもしれない。Scott（2008）は、こ

の問題がソフトウェア産業でどのように生じたかを論じている。またこれにより製造業者（あ

るいはカーシェアリング会社）は、その顧客の自動車保険業者の役割を果たし、事故率が低

下した場合に予想される余剰利益を取り込むことも可能になろう。 

賠償責任リスクの大きさが不明確であることも、この技術の導入を躊躇させ、また遅らせ

ている要因となっている。これは八方ふさがりの状況を作り出す。なぜならば、裁判制度が

この不確実性を解決できるのは、実際に訴えが提起され、訴訟となったときであり、しかし

当然ながらその前に、この技術が導入される必要がある。しかしながら、この技術が徐々に

市場に導入されるにつれて、法的基準も明確になっていくことが期待される。 

 
27 完全な自動運転車が導入されれば、衝突事故の主たる責任は、運転者から自動車製造業者へと完全

に移行することになろう。そうなれば、責任を負うべき従来の「ドライバー」という概念自体が消滅

することになる。 
28 もう一つの有望な解決策が、規制当局が特定の安全技術の利用を求めると同時に、専占に基づきこ

の技術に伴う製造業者の法的責任を免除することである。これは、全体的な利益が極めて明確な安

全技術には適しているかもしれない。但し専占には本章で論じたようなデメリットがある。 
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第 8 章 

政策立案者のためのガイダンスと結論 

 

第 2 章で論じたように、AV 技術は様々な次元において公共の福祉を向上させる可能性を

有している。安全性面から渋滞そして環境構築に至るまで、AV 技術は公共の福祉を改善する

可能性を秘めている。この技術にはいくつかの重大な欠点やリスクもあるが、それは潜在的

な利益に比べると限定的であると思われる。 

しかし、AV 技術によって公共の福祉の向上を実現するための進路は、あらかじめ決まって

いるわけではない。技術一般の歴史を見ると、特に交通関連の技術において顕著であるが、

有望なアイデアでありながら普及に至らなかったものが数多く存在する1。また、仮に普及し

たとしても、その普及が不必要に遅れることになれば、衝突事故で数千人が負傷したり死亡

したりする可能性がある。逆に、最適とは言えない技術を性急に義務づけると、公共の福祉

の著しい損失をもたらしかねない。 

この技術には様々なプラスの外部効果がある。すなわち買い手以外の人々に便益をもたら

すことになるのである。しかしこうした外部効果は、買い手自身にもたらされるのではなく、

従ってこの技術の経済的需要に組み込まれることもない。その結果として市場の失敗を生じ、

社会的に最適な結果とならない可能性がある。本章ではこうしたリスクを検討し、政策立案

者に対する暫時的な提案を行っていく。 

 

市場の失敗からのリスク 

重要な不確実性の一つは、この技術を消費者に販売するための正確なビジネスモデルであ

る。AV 技術のこれまでの実証でよく見られる一連のセンサーは、現在は数万ドルもする高価

なもので、ほとんどの自動車のコストを現在の 2 倍から 3 倍に引き上げることになる。その

ようなコストで消費者の需要が大きくなるとは思われない。我々がインタビューしたステー

クホルダの多くが、大幅な価格の低下を確信していたが、自信を持って特定の技術の具体的

なロードマップを示すことはできないようだった。たとえば最近ではテスラ社のイーロン・

マスク氏が、Google 社のライダーベースのシステムよりも安価なカメラベースのシステムが

その進むべき道であるとの可能性を示唆した。（Ohnsman, 2013）。しかし、そのようなシステ

ムの信頼性と安全性はまだ不透明である。現在の ACC 定速走行・車間距離制御機能と車線保

 
1 例えば 1966 年には、超音速輸送機により国内のどこへでも出張旅行ができるようになると誰もが

確信していた。ランド研究所のある研究者は、航空輸送の傾向を予測する中で、超音速輸送の採用

そのものではなく、その動力源として原子力エンジンと水素エンジンのどちらが良いかという点に

注目していた（Raymond. 1966）。 
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持機能を組み合わせることで、レベル 2 の自動化は比較的容易に実現できるだろうが、常に

道路状況に注意を払い、瞬時に運転タスクを引き継ぐ必要があるシステムを、進んで買おう

とする消費者が果たしてどれだけいるであろうか2。 

AV 技術に対する関心が高まり、自動車製造業者らによる研究量にもかかわらず、この技術

があまりにも高額であるというだけで、広く普及しない可能性もある。十分な需要がなけれ

ば、規模の経済やネットワーク効果によって限界費用が下がることはなく、この技術が衰退

していく恐れがある。実行可能なビジネスモデルの欠如は、これまでのいくつかの道路運送

車両の自動化に関する初期の取り組みも失敗に終わっている。 

この事実それ自体は、特筆すべきことでもなければ、心配することもないであろう。技術

の歴史は、行き詰りと、生産に移すには経済的ではないために有望で終わったものによって

満ち溢れている。自由市場経済では、消費者がある製品に進んでお金を支出しようとしない

ということは、その製品が十分な消費者余剰を生み出さないということである。しかし AV

技術の場合は、この技術が創出するであろうプラスの外部効果そのものにより、最終的には

公共の福祉が損なわれる可能性がある。 

第 2 章では、この技術の一般的な利点として、事故件数と渋滞に伴うコストの削減、効率

性の向上を調査した。これらの利点は、この技術の潜在的な買い手自身に直接利益をもたら

すものである。しかし、利点の多くは他の人々にも波及する。例えば、AV 技術により渋滞が

緩和されれば、その恩恵は、この技術を搭載した自動車を購入したかどうかにかかわらず、

道路を利用する全ての人に及ぶであろう。同様に、衝突事故が減れば、この技術を搭載した

自動車に乗っている人だけでなく、その技術を搭載していない自動車に乗っていて、事故の

被害者となりそうな人をも救うことになる。こうした波及効果、つまりプラスの外部効果は、

純粋な自由市場のみに頼っていては、公共の福祉を最大化できない理由の説明となる3。 

この技術によってもたらされるであろう恩恵には、プラスの外部効果の形で得られるもの

もあるが、すべてがそうというわけではない。例えば、予想される渋滞の緩和は、他の運転

者の利益となるが、渋滞コストの節減（運転者はその他のことをできるようになる）は、運

転者自身の利益になる。しかし、走行距離の延長により渋滞が悪化すれば、マイナスの外部

効果が発生する。プラスとマイナスの外部効果を正確な推定のための研究は、補助金の提供

が経済的に正当化されるかどうかを決定するための第一歩となるであろう。 

 
2 常に交通渋滞に遭遇している消費者は、このシステムを歓迎するかもしれないが、このシステムの導

入を正当化するほどの消費者ニーズがあるか否かは不透明である。 
3  こうしたプラスの外部効果の多くは、従来の運転が他者にもたらしていたマイナスの外部効果が減

ることで生じるに過ぎない。例えば第 2 章で述べたように、自動車を運転すれば、他の運転者に渋

滞の著しいコストを負担させることになる。 
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こうした市場の失敗は、（AV 技術の）導入と利用を促進するために、何らかの形で政府の

補助金を正当化するかもしれない。連邦政府は電気自動車の購入者に多額の税控除を提供し

ているが、これは部分的には同様の市場の失敗によって正当化されるものであり、これと同

様の補助金が正当化されるかもしれない。こうした補助金の具体的な形式（課税控除、税額

控除等）と、消費者と製造業者のどちらに提供されるべきかは、さらなる調査と研究の対象

となるべきである。また同様に、最適な補助金の金額（補助金を提供するとすれば）も興味

深い問題であり、これもまたさらなる研究の対象となるべきであろう。 

第 2 章で述べたように、AV 技術はいくつかのマイナスの効果をもたらす可能性がある。渋

滞コストの低減（運転者は別のことができるようになる）は、走行距離の延長につながり、

結果的に渋滞と排気ガスが増加することになるかもしれない。こうしたこともまた外部効果

である（運転者自身はそのコストを負わないため）が、マイナスの外部効果である。市場の

力を適切な政策結果に合わせるために、政策立案者は VMT（Vehicle Miles Traveled:自動車の

走行距離）ベースの税制の利用を検討してもよいかもしれない。 

 

規制によるリスク 

今後、様々な操作の制約をもつ AV が市場に出てくると思われる。これらのコンセプトの

中には、人間の運転者と自動車が運転作業を分担することが必要なものもあるかもしれない。

政策立案者は、この技術の発展を妨げることなく、安全性を確保し、その利点を促進するた

めに、自動車とその運転者の両方をどのように規制するかを考えなければならない。DSRC

（Dedicated Short-Range Communications：狭帯域通信）が使用する周波数帯を巡る FCC（Federal 

Communications Commission:連邦通信委員会）の判断は大いに注目を集めているが、その一方

で、テレマティクスと通信に関する他の重要な政策問題も存在している。 

伝統的に、自動車の性能試験については NHTSA が連邦レベルで行い、運転者の技能試験

については DMV（Department of Motor Vehicle:自動車局・陸運局）が州レベルでテストを行っ

ている。運転者＝（イコール）自動車である AV は、こうした伝統的な役割分担を複雑なも

のにする。 

第 4 章で述べたように、各自動車の運転コンセプトのための技能試験の開発は、特に州レ

ベルでは極めて高額なものとなるだろう。また同時に、我々がインタビューしたステークホ

ルダの何人かは、州レベルで早々に規制を導入すれば、州によって異なる、そしておそらく

は互換性のない要件のクレージーキルト（Crazy-Quilt：寄せ切れの布団）のような結果に終わ

るかもしれないと懸念を表明している。州の規制を遵守しようとすればコストが増大し、こ

の技術は不経済になる可能性がある。 

最近になって NHTSA は、州レベルでの規制に注意を示し、「特に自動運転技術の急速な進
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化と幅広いバリエーションを考えると、連邦レベルでも州レベルでも、現時点ではこうした

技術に対する詳細な規制は実現可能ではないと考えている」（NHTSA、2013）と述べている。 

それでもやはり、連邦レベルでの技能試験には懸念がある。NHTSA は、AV に特定の一連

の技術的アプローチを要求する技能基準を設定することができる。連邦レベルで自動車を規

制し、膨大でありそして内容が異なり、さらに変化する州の交通法に適合させることは、極

めて困難である。 

また、こうした規制は同時に技術を阻害することになる、という懸念も示されている。早

い段階で基準を設ければ、代替的アプローチの開発を時期尚早であるとして抑制してしまう

かもしれない。著者らが接触したある技術系企業は、この分野の不確実性と開発のスピード

を考慮し、こうしたリスクについて懸念を表明していた。その一方で、NHTSA が最近発表し

た政策方針は、「自動運転車の技術的性能の規制は、現時点では時期尚早であり」、「早々と規

制すれば、自動車の安全技術の向上に向けた展開にブレーキが掛かる危険性がある」との認

識を示している（NHTSA、2013）。つまり、少なくとも現時点ではこのリスクはまだ小さい

ことを示唆している。 

自動運転車あるいは完全自動運転車の使用に関する問題が実証されていないことから、州

議会はこの分野での法の制定や規制の策定を控えた方が賢明である。NHTSA が述べている

ように、進化はあまりにも早く、現時点で生産的な規制を行うには、不確定要素が多すぎる。

それよりも、政策立案者が保険会社、製造業者、消費者団体などと密に協力し、技術の成熟

に合わせて基準や規制を策定することを強く推奨する。  

また、第 4 章で述べたように、州の議員たちが AV 技術に対応するために、 注意力散漫運

転防止法（Distracted Driving laws)の更新を検討することも有益であろう。運転支援と安全の

ために使用できる AV の通信プラットフォームの構築は、音声通信、ナビゲーション支援そ

してインフォテインメントのために使用できるかもしれない。我々がインタビューした複数

のステークホルダからは、特にナビゲーションシステムに関しては、州の注意力散漫運転防

止法に抵触する可能性があるとの指摘がされた。注意力散漫運転防止法は、州によって大き

く異なっているため、標準的な自動運転車の通信プラットフォーム開発における課題となる

可能性がある。 

同様に、ステークホルダが説明しているように、AV 通信プラットフォームの設計も、少な

くとも「ベストプラクティス」を通じて標準化し、開発者が多くのプラットフォームではな

く、単一のプラットフォームの設計に対応できるようにする必要がある。複数のステークホ

ルダによれば、プロセッサーのサイズとタイプは開発コストの課題であり、大衆市場への AV

の展開を促進するか抑制する可能性がある。あるステークホルダは、OEM（Original Equipment 

Manufacturer:他社ブランド製品の製造者）はこうした標準化の支援を米国 DOT（Department 
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of Transportation:米国運輸省）に求めているが、「強制は禁句と考えられている」と指摘してい

る。 

我々がインタビューしたステークホルダの多くが、データの使用と法的問題に関する州と

連邦の規制当局に対して、例えば AV のデータをどのぐらいの期間、だれによって維持する

べきかといった、政策上の問題を明らかにした。またこれに付随して、AV データの破棄の可

否や方法、自動車の所有者の自動車のデータへの法的なアクセス権などの問題もある。ある

ステークホルダは、AV によって収集、作成あるいは送信されたデータは、法的手続きの中で

開示可能か、という問題も提起した。AV の通信に関するデータの所有権とプライバシーの問

題は未解決のままで、重要なポリシーギャップ（政策の空白）となっている。 

最後に、第 4 章で詳しく論じたように、FCC は、最近のルール設定案に関する告知の中で、

インターネットアクセスの強化を支援することと、DSRC 周波数が無許可のデバイスと共有

された場合に有害となりうる混信を防止することとの間の、政策の選択を迫られている。

DSRC が用いている 5.9 ギガヘルツ帯は、コネクテッドカ―が使用するために FCC が指定し

た周波数帯である。このジレンマは、5.9 ギガヘルツでの周波数共有の結果が明確に実証され

るまで続くであろう。FCC は、1934 年通信法で示されているように、どちらの道が公共の利

益に資するかを決定しなければならない。 

 

賠償責任によるリスク 

現在のところ、衝突事故の第一義的な責任はその自動車の運転者にある4。ニューハンプシ

ャー州を除くすべての州において、運転者を中心とする、広範かつ包括的第一当事者・第三

者当事者賠償責任保険制度への加入が、義務づけられている。2009 年にアメリカの人々は自

動車保険に約 1,570 億ドルを支出した。 

ほとんどの事故の「原因」を運転者に帰することは、ある程度恣意的である。結局のとこ

ろ、どのような事故でも、それが発生するために必要な数多くの先行条件が存在するのであ

り、様々な当事者が事故発生に影響をあたえることは想像に難くない。例えば AV の速度を

30mph に制限すれば、死亡事故の発生率はほぼ間違いなく低下するだろう。しかし我々は通

常、死亡事故の原因を自動車製造業者がその自動車の速度を 30mph に制限しなかったことに

求めることはない。我々の 1 人が別に詳しく述べたように（Anderson, 2007）、不法行為法が

事故の「原因」となった要因を考慮する方法は、恣意的である可能性がある。 

歴史的に運転者の責任であった運転機能の多くを、自動車が担うようになれば、事故の責

 
4  米国のノーフォルト自動車保険、不法行為責任および自動車保険制度の完全な説明は Anderson、

Heaton および Carroll（2010）参照。 
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任の所在に関する考え方も変化してくるかもしれない。事故の責任をすぐに運転者に求める

のではなく、製造業者あるいはおそらくは一次サプライヤーを非難する傾向が強まるかもし

れない。 

製造業者は、こうした衝突事故の法的責任の移転が、何百万ドルあるいは何十億ドルとい

う新たな賠償責任を意味するかもしれないため、それを恐れているのかもしれない。その結

果、彼らは何千人もの命を救う可能性があるにもかかわらず、この新しいパラダイムを進展

させるかもしれない新技術の導入に消極的になるかもしれない。あるいは製造業者は、予想

される賠償責任リスクを織り込んで新技術の価格を設定するかもしれない。そうなれば、こ

の技術の需要は著しく低下し、採用が遅れるか停止してしまうかもしれない。 

このことは特に、運転者が他の作業を行う事が可能なように設計された、レベル 3 とレベ

ル 4 の技術に当てはまる。他の項目において論じたように、人間とコンピュータの相互作用

や、および人間が制御する運転への復帰に関しては、このことが特に困難をもたらすだろう。 

いくつかの製造業者（フォード、ボルボ、メルセデス・ベンツ）が、様々な自動安全機能

を一部の自動車に導入しているが、これらは高級車で、安価なモデルにも浸透するかは不明

である5。またこうした技術は真の意味での自動運転を提供してはおらず、より困難な賠償責

任の問題はまだ提起されていない。 

仮に自動車製造業者が事故の責任を負うことになるとしても、自動車保険料がおそらくは

安くなる消費者に、その費用が転嫁される可能性は高い。もし衝突事故のコストが変わらな

いのであれば、運転者から製造業者への賠償責任の移転は、単に保険の形が変わることを意

味するかもしれない。消費者は、自動車保険会社から保険を購入するのではなく、自動車の

価格に組み込まれた衝突事故のための保険を製造業者から購入することになる。この保険料

は車の価格に組み込まれている。そして、第 2 章で説明したように、事故発生率は大幅に減

少する可能性が高いと思われる。 

我々がインタビューした別のステークホルダからは、こうしたリスクは自動車製造業者が

保険によってカバーすることが可能であると指摘された。したがって、AV 技術への移行が、

自動車製造業者の賠償責任の増加につながるとしても、自動車製造業者とその損害賠償保険

の提供者は、この特殊なリスクに対して自ら保険を購入することができる、最適の立場にあ

るといえる。 

つまり、現時点では、賠償責任の懸念が、何かしらの介入を正当化するものであるとは言

い切れないのである。しかし、製造業者の賠償責任が問題になった場合、政策立案者は次の

 
5 歴史を見ると、製造業者が新たな安全特性を導入してから、この特性が登録車両の 95％に導入され

るまでに約 30 年を要した（Highway Loss Data Institute, 2012）。 
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5 つのセクションで述べるように、いくつかの方法でこの問題に対処することができるであ

ろう。 

 

連邦法による不法行為の制限 

連邦議会は、AV 技術の特定のカテゴリーについて、自動車製造業者の賠償責任を制限する

（あるいは製造業者を完全に免責する）法律を制定することができる。このようなアプロー

チは、第 7 章で述べたように、いくつかの先例がある。例えば国際航空輸送、原子力、ワク

チンなどは、いずれも将来性のある技術が法的保護という補助を受けた例である。 

しかし、こうしたアプローチには多くの欠点がある。政治的に実行可能かどうか、また、

このような米国経済の潜在的に大きな分野において、通常の不法行為法の適用を覆すような、

超党派によるコンセンサスが存在するかどうか明らかでない。また定義に関する困難な問題

も提起される可能性が高い。この法律でいうところの AV 技術とは、具体的にどのようなも

のを指すのであろうか。最後に、この法律が適切な政策であるかは、まったく不明である。

不法行為法は被害者に補償をし、安全のためのインセンティブを作り出し、被害者が不当な

扱いを受けたことを証明するための、社会的に認められた手続きを提供するものである。こ

の重要な制度を変更することが正当化されるかどうかは明らかではない。AV 技術が大きな

プラスの外部効果を生み出すとしても、不法行為制度を変更することがそれを助成する最良

の方法であるかは明らかではない。 

 

明示的な連邦政府規則の専占 

より限定的なアプローチとしては、連邦議会が、NHTSA（もしくは別の政府機関）に対し

て、AV 製造とその技術が満たすべき適切な性能基準に関する詳細な規則を発効するように

要請することが考えられる。連邦議会は、そのような規則は州の不法行為法の運用を専占す

ることを示すことができる。 

このアプローチは、最初のアプローチよりもやや控えめだが、多くの欠点を共有している。

最も重要なのは、不法行為法の通常の運用を停止することが正当化されるとは限らないとい

うことである。 

さらに、この技術は急速に進化しているため、NHTSA が適切な性能基準を発効することは

非常に困難である。規制のプロセスに詳しい複数のステークホルダは、技術がこれほど急速

に進化を遂げている時に、意味のある性能基準を制定することがいかに難しいかを強調して

いる。我々がインタビューした政府の運輸関係者も同じことを述べていた。彼は、教育など、

政府が果たすべき役割の可能性や、論争の焦点を絞るためのその他の方法について検討した。

しかし、それが基準となると、技術革新のスピードが速いので、非常に難しいというのだ。



59 

彼は、政府の基準を「競争をするネズミの上に座る象」に例えて、基準はすぐに時代遅れと

なり、進歩を遅らせる、と述べた。 

時間が経てばこの技術はより成熟し、NHTSA にとっても適切な性能基準が明らかになり、

問題は解決されるであろう。しかし我々は、まだその段階には達していない。 

 

ノーフォルトアプローチ 

アメリカでは、自動車衝突事故に関しては、従来の不法行為に代わる、ノーフォルトとい

う選択肢をとってきた歴史がある。現在 12 州で施行されているノーフォルト制度は、事故後

に、被害者が他の運転者に損害賠償を求める代わりに、自分の保険会社から損害を回復する

ことを可能とする制度である。理論的には、これはコストを削減することができ、そして相

手より自分の保険会社から回収する方が容易であると考えられていた。実際には、期待した

よりもコストは高止まりし、いささか期待外れの結果となった（Anderson, Heaton, Carroll, 

2010）。 

しかし、AV 技術によって、個人の運転者の責任が期待通りに軽減されれば、ノーフォルト

のアプローチがより魅力的なものになるかもしれない。運転者や自動車メーカーなどの責任

について難しい判断をすることなく、個々の自動車所有者に事故の財政的責任を負わせ、保

険会社やその他の関係者による既存の膨大な「事故経済」を存続させるというモデルが維持

することができるかもしれない。このため、製造業者が技術の導入を遅らせるような賠償責

任コストの増加に直面することもないだろう。その一方で、これも政治的には現実的でない

かもしれない。 

 

運転者の車両コントロールのみなし推定 

あるいは、州もしくは連邦レベルの議会が、自動車のコントロールに責任を持つ人を、一

人に限定する法案を可決することも可能である。この人は、その責任を自動車に委ねること

ができるが、それでもやはり衝突事故が生じた際にはこの自動車をコントロールしていたと

見なされる。自動運転のレベルがどうであれ、「最終責任者は運転者」というパラダイムを維

持することができる。この見解では、すべての自動車に「運転者」がいて、その人が実際に

ある特定の瞬間に直接自動車を制御していたか否かに関わらず、責任を負うことになる。前

述したように、現在の衝突事故の運転者への帰属は、現在でもやや恣意的である。この解決

策は、単純にその帰属を維持するだけである。我々がインタビューしたある AV 開発者は、

「運転者がコントロールすることで、この産業は前進できる」と説明している。 

我々がインタビューしたある製造業者は、このような考え方をしているようで、最終的な

自動車のコントロールは常に運転者が行うことを強調した。この製造業者は、様々な運転支
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援の仕組みや「オートパイロット」機能についての議論には積極的だが、「人間の運転者を究

極のコントローラー」とする自動運転制御パラダイムを維持したいようであり、視覚障害者

が AV を使用するデモを行った Google に批判的だった。同様にテスラ社のイーロン・マスク

氏も、このコンセプトモデルが、完全自動運転車ではなく、運転者によって作動するオート

パイロットにすべきだとしている（Ohnsman, 2013）。 

このアプローチであれば、既存の事故補償のインフラを維持しつつ、自動車製造業者が賠

償責任コストの大幅な増加に直面する可能性を低くすることができる。しかし、この場合も

やはり立法府の介入が必要であろう。 

 

責任判定に適切な費用便益の取り入れ 

第 6 章で論じたように、裁判所は製造物責任訴訟の判決において、何らかの形で費用便益

分析を取り入れる可能性が高まっている。その中で、第 2 章で述べたように、AV 技術とそれ

を採用した車両設計のメリットは大きいと強力に主張されるであろう。裁判所は引き続き、

製造物責任の判断に費用便益分析を取り入れ、法的責任を判断する際には、従来の運転者制

御の自動車と AV の予想コストを比較すべきであろう。これは、その技術が平均的な人間の

運転者より優れている場合に認められるべきだという基本原則を反映するものであると、

我々は考えている。 

確かに、法的責任の懸念がこの技術いくつかの導入を遅らせる可能性はあるが、不法行為

制度への立法的介入は複雑かつ困難である。このリスクを低減する政策的介入もあるが、そ

れがデメリットを上回るものであることは明らかではない。この不法行為制度は、安全への

インセンティブを与え、負傷者を補償するという重要な社会的目標を果たしており、賠償責

任を低減するための介入は益となるよりもむしろ害となる可能性の方が高いのである。これ

に対し、裁判所が製造物責任の判断に際し費用便益分析を取り入れる方が容易である。 

 

政策立案者の指針となるべき原則は何か？ 

我々は、AV 技術が人間の平均的な運転者より優れている場合に、許可及び奨励されるべき

であるというのが、政策立案者の指針になると考えている。したがって、例えば、安全規制

や賠償責任のルールは、この総括的な指針を念頭において設計されるべきである。同様に、

この原則は製造物責任訴訟において、ある設計上の判断が合理的だったのかどうかを判断す

るのに苦労している裁判官にも、何らかの指針を与えることができる。 

この立場は、AV 技術をより懐疑的に捉え、導入前にほぼ完璧なものを求めるというアプロ

ーチとは対照的である。不法行為法は、新しい活動に疑念を抱き、超異常に危険な活動の原
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理の下で、その支持者に関連費用の全額を負担させるという長い伝統がある6。同様に、多く

の不法行為責任の中核をなす「通常人」のテストは、現状維持が好ましいようである

（Parchomovsky と Stein, 2008、Anderson 2007）。 

もちろん、この原則の適用には相当な判断が必要である。ある側面では、AV 技術は運転者

が運転する自動車よりも優れていても、別の側面ではそうでない場合があるかもしれない。

費用便益が定量化できる場合、より重要な側面を測定するための大まかな試みは可能だが、

それは常に可能であるとは限らない（Sunstein, 1994）。このように不完ではあるが、政策立案

者にとっては、AV 技術と人間の運転者による運転の比較に注目することは、政策立案者が

様々な問題に直面した時に、有益で原則的な指針を提供してくれるであろう。 

 

政策研究ニーズ 

 ここまで、AV への移行に関わる、法的、技術的、さらには社会的利益に関する問題を多く

取り上げてきた。連邦政府や州政府は、車両の自動化とインフラとの統合の安全性を確保し、

これらの車両による新しい機会を発展できるような環境を整えるという圧力の高まりの下に

ある。車両の自動化に取り組む大きな責任が NHTSA にある事は明らかであるが、一方、燃

費効率と排ガスの問題は、EPA（Environment Protection Agency:環境保護庁）の能力が必要で

あろう。AV 技術は混乱かつ横断的であり、いくつかの研究課題が発生する。 

 

・これらの技術のコストと利益についてより正確な推計を行い、それが自動車の運転者に発

生するのか、それともより広く一般に発生するのかを判断する。 

・AV 技術がもたらす分配の結果について、より良い推計を行う（どのグループが利益を得る

ことになり、どのグループが損失を被ることになるのか。）。 

・NHTSA と EPA がこの移行に備えるために、他の車両技術の導入から学んだ教訓はなにか。 

・NHSTA と EPA は、急速に発展する分野において効果的に公共の利益に貢献し、技術開発

を促進するために、人的資源と法的権限の両方によって可能となるどのような能力を必要

としているのだろうか。 

・将来の燃費基準では、AV 技術をどのように考慮するのであろうか。また、私的および社会

的な費用便益はどのように推計されるのであろうか。 

・AV の開発・展開における重大な懸念として OEM や他のステークホルダから指摘した「50

州の法律のパッチワーク」を避けるために、AV に関するモデル法案をさらに開発するこ

 
6  より正確には、「一般的な用途」は極めて危険な活動に対する法的責任に対する例外だった。James
（1949）は、どのようにして新たな活動が極めて危険と見なされることになるかを論じている。 
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と。 

・明示的または暗示的な規制上の専占のメリットとデメリットを分析すること（製造業者に

最も有望な AV 技術を規制で義務付けると同時に、州裁判所の賠償責任から免除する。）。 

・既存の州の注意散漫運転防止法を分析し、AV に対応するために改正する必要があるかどう

かを検討する。 

・AV が旅行形態に与える潜在的な影響と、これらの変化があらゆるレベルのプランナー、特

に州および連邦政府の DOT にどのような影響を与えるかを調査する。 

・交通データ管理のための既存のモデル、および路上自動運転車の潜在的なデータニーズを

特定、定義、検討する。特定された各モデルについて、そのモデルが路上自動運転車のデ

ータの扱い方に関する洞察を提供しているかどうかを調べる。明確になった各モデルにつ

いて、それが自動化後の路上走行車のデータの扱い方に及ぼす影響を知る手がかりとなる

かを検討する。検討すべき課題としては、個人の位置情報、個人を特定できる情報、自動

車の操作などにアクセスできるのはどのような者か、これらのデータをどのように利用で

きるのか、できないのか、などが考えられる。後者については、データへのアクセス、共

有、セキュリティといった問題も含まれるべきである。このような問題は、さまざまなス

テークホルダ（自動車製造業者、データ収集機関、政府規制当局、法執行機関、保険会社、

自動車の所有者と使用者）との関係でどのように解決されるかを研究する必要がある。研

究はベストプラクティス（最善の策）を明確にし、それらが自動運転車の規制にどのよう

に適用され得るかを提言する必要がある。   

 

結論 

本報告書の目的は、AV 技術とそれがもたらす政策課題に関心を持つ政策立案者に資料を

提供することであった。はじめに、この技術の潜在的なメリットとデメリットを調査した。

全体として、この技術は、衝突事故の減少、渋滞、渋滞コスト、環境汚染において、公共の

福祉にかなりの利益をもたらす可能性があると結論づけた。しかしこれらのメリットの多く

は、この技術の購入者ではなく、社会全体にもたらされるものである。こうしたプラスの外

部効果は、私と公の費用便益を一致させるような政策介入を正当化する可能性がある。第 3

章では、こうした動きに伴う、現在の州法と立法活動を調査した。こうした法律は規制当局

とステークホルダ間の重要な対話を促すかもしれないが、現段階でそれが必要であるかどう

かは明らかではない。第 4 章では、AV 技術開発の歴史を概観したのち、AV 技術の現状とそ

の機能性について検討した。第 5 章では、テレマティクスの重要な役割、自動車とのデータ

のやり取り、通信関連の技術的課題と政策的課題、特に FCC が DSRC に割り当てた周波数の

共有化を検討する際に提起された問題について検討した。第 6 章では、政府による規制や第
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三者による標準化、およびそれらがこの技術の開発に与える影響を議論した。第 7 章では、

AV の法的責任を見直した。AV 技術は、個人の運転者にはほとんど問題がなく、むしろ保険

料も下がると思われるが、AV 技術への移行により、自動車製造業者の賠償責任は増大し、こ

のため、この技術の採用を妨げ、多大な社会的コストがかかる可能性があると考える。そし

て本章では、この分野の政策立案者への提言を述べた。 

法理論家の Oona Hathaway は、法は経路に依存する、すなわち既存の法体系は、それ以前

になされた判断に決定的に依存しており、不必要に非効率なシステムに「ロックイン」され

ている可能性があることを指摘した（Hathaway, 2001）。彼女は、技術と経済発展の経路依存

の結果として「ロックイン」された、技術的に劣る一例として、QWERTY キーボードを挙げ

ている。AV 技術の分野では、法律と政策が技術開発とその展開の道筋を形成するうえで、法

律と政策が重要な役割を果たすだろう。初期の事例、規制、その他の政策（またはその欠如）

は、この分野の発展を恒久的に形成する可能性がある。これらの道筋は、この分野における

発展の過程に長期にわたって影響を与えるであろう。したがって、政策立案者が可能な限り

正しい判断をすることが重要である。 

残念なことに、これはかなり難しい。AV 技術は公共の福祉を向上させる方法のように思わ

れるが、まだ極めて初期の開発段階にある。Yogi Berre の有名な言葉に「予測するのは難し

い。未来についてはなおさらだ」という言葉がある。これこそ、謙虚になるに足る根拠だと

思うのである。現段階では、答えよりもはるかに疑問の方が多い。我々は、政策立案者と研

究者の役に立つような、この分野の有益な概要を明らかにしようと試みたが、まだ多くの仕

事が残っている。 

ある時点で、この技術の民間および公共のコストを調整するために政策立案者が介入する

ことが正当化されるかもしれない。しかし、現時点では積極的な規制措置は時期尚早であり、

おそらく益となるよりも害となる可能性が高い。 
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1. はじめに 

船舶の操船や機関の状態把握などの安全管理は、従来は基本的に全て船上において行われ

てきましたが、近年の ITの進展と活用により、船上以外の場所において行うことが技術的に
可能となりつつあります。とりわけ、比較的小さな船舶については、無線通信により遠隔操

縦する技術は実用化の段階に至っています。 
このような状況を踏まえ、海上安全、海洋環境保護の維持向上を図りつつ、イノベーショ

ンを促進する観点から、特に、実用段階に至った無線通信により遠隔操縦される小型船舶に

ついて、安全な航行に必要となる船舶及び船員に関する安全要件を整理し、公表することと

いたしました。 
なお、本ガイドラインに収録した安全要件は、現時点での技術水準を考慮して整理したも

のであるため、今後の技術の進展や国際的な議論の動向を踏まえ、その適用範囲や内容等は

必要に応じて見直されることとなります。 
 

2. 本ガイドラインが対象とする船舶 

対象船舶は、総トン数 20トン未満の小型船舶（国際航海に従事する船舶を除きます。以下
同じ。）であって無線通信により遠隔操縦されるもの（以下「遠隔操縦小型船舶」といいます。）

となります。 
 

3. 関係法令の適用及び運航のための手続き 

3.1 小型船舶の登録等に関する法律（平成 13 年法律第 102 号）（以下「小型船舶登録法」
という。） 

小型船舶登録法は、小型船舶の所有権の公証のための登録等について定めた法律です。 
遠隔操縦小型船舶は、小型船舶登録法に基づき総トン数の測度及び当該船舶の登録が必要

になり、これらの手続きは日本小型船舶検査機構（JCI）が行います。 
なお、遠隔操縦小型船舶が漁船である場合には、漁船登録と測度が必要となり、これらの

手続きは都道府県が行います。 
 

3.2 船舶安全法（昭和 8年法律第 11号） 
船舶安全法は、船舶の安全を確保するための構造・設備等の要件及びその検査、並びに船

舶航行上の危険防止等に関して必要な事項を定めた法律です。 
船舶安全法における遠隔操縦小型船舶の取扱いについては、以下のとおりです。 
なお、遠隔操縦小型船舶は、2019年 6月 3日より、船舶安全法施行規則（昭和 38年 9月

25日運輸省令第 41号）第 1条第 4項で定める「特殊船」として位置付けられます（関係す
る船舶安全法施行規則第 1条第 4項の特殊な構造又は設備を有する船舶を定める告示が同日
に一部改正となることによるものです）。 
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また、遠隔操縦小型船舶が漁船である場合には、海岸から 12海里以内で従業するものは船
舶の安全を確保するための構造・設備等の要件及びその検査が適用されません。12海里を超
えて従業するものについての船舶安全法上の取扱いについては、【別添 3】の担当課室へお問
い合わせください。 
 
（1）適用基準と検査 
遠隔操縦小型船舶に対しては、小型船舶安全規則（昭和 49年 8月 27日運輸省令第 36号）

に定められた基準が適用されます。 
加えて、無線通信による遠隔操縦を行うために必要な設備を備えることから、無線操縦に

係る安全要件（追加の機能要件）に適合する必要があります。 
なお、定員を有しないものには、人が船上にいることを前提とした設備に係る基準は適用さ

れません。 
また、遠隔操縦小型船舶は、船舶安全法に基づく検査を受ける必要があります。特殊船で

あるため、検査は、船舶安全法施行規則第 14条の規定により、JCIではなく管海官庁（地方
運輸局等）が行います。 
その他遠隔操縦小型船舶に対する無線操縦に係る安全要件（追加の機能要件）、定員を有し

ない船舶が免除される要件、船舶検査の方法等の具体的な内容は、【別添 1】「遠隔操縦小型船
舶（漁船以外）の船舶安全法上の取扱い」をご覧ください。 
 
（2）人員及び貨物を搭載しない遠隔操縦小型船舶
次に掲げる①から③の条件の全てを満たす遠隔操縦小型船舶は、上記（1）にかかわらず、

【別添 1】（1）～（3）に掲げる小型船舶としての構造・設備等の基準及び無線操縦に係る追
加の安全要件は適用されません。 
① 定員を有しないもの（船舶検査証書に記載される最大搭載人員の合計が 0 人であるも
の） 

② 貨物を搭載しないもの 
③ 他の物件又は他船を引かない又は押さないもの 
また、当該船舶の検査は、通常使用される速力において安定性を損なうことなく航走し、

遠隔操縦により直進、旋回及び停止ができることの確認（海上において確認することが困難

である場合は、管海官庁が指示する方法によります。）のみ行うこととし、当該船舶には航行

区域及び航行上の条件として、【別添 1】の（4）に加え、最大搭載人員を 0人とし、貨物の搭
載禁止等を指定します。 
 
（3）船舶安全法に基づく検査が不要となる遠隔操縦小型船舶 
上記（1）にかかわらず、推進機関を有する長さ 3m未満の船舶であって、推進機関の連続

最大出力が 1.5kW未満のものは検査を受検する必要はありません。 
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3.3 船舶職員及び小型船舶操縦者法（昭和 26 年法律第 149 号）（以下「職員法」という。） 
職員法は、小型船舶操縦者として小型船舶に乗船させるべき者の資格及び遵守事項等を定

め、船舶の航行の安全を図ることを目的とする法律です。職員法における遠隔操縦小型船舶

の取り扱いについては、以下のとおりです（2019年 6月 3日に施行する船舶職員及び小型船
舶操縦者法施行規則第 2条第 2項第 4号の告示で定める船舶を定める告示の一部改正後の取
り扱いとなります）。 
遠隔操縦により人が制御できる構造及び設備を有する遠隔操縦小型船舶については、通常

の小型船舶と同様に、原則として、小型船舶操縦免許証（以下「操縦免許証」という。）を受

有する小型船舶操縦士が乗船する必要があります。 
ただし、遠隔操縦小型船舶の航行する区域、遠隔操縦小型船舶を操縦する者の有する知識

及び能力に関する事項や運航の実施体制に関する事項等の安全対策を定めた運航の実施に関

する規程（以下「運航マニュアル」という。）を整備し、遠隔操縦小型船舶の運航に関して小

型船舶操縦士が乗船する場合と同等の適切な安全対策が講じられていると国土交通大臣が認

めた遠隔操縦小型船舶については、当該遠隔操縦を行う者が当該運航マニュアルに従って運

航する場合に限り、無線操縦によって無人運航を実施することが可能です。 
なお、遠隔操縦小型船舶の無人運航に係るこの取扱いを受けるためには、あらかじめ、【別

添 2】に列挙する事項を定めた運航マニュアルを作成した上で、国土交通大臣の承認が必要
となりますので、事前に【別添 3】の職員法の担当課にご相談下さい。 
※ 定員を有さない（船舶検査証書上の最大とう載人員（船員）が０人である）遠隔操縦小

型船舶であっても、無線操縦による無人運航を実施しようとする場合には、同様の手

続きが必要となります。 
※ 無線通信による遠隔操縦の有無に関わらず、遠隔操縦小型船舶に人が乗船する場合に

は、操縦免許証を受有する小型船舶操縦士が乗船する必要があります。 
※ 推進機関を有する長さ 3m未満で推進機関の出力が 1.5kW未満の小型船舶（直ちにプ
ロペラの回転を停止することができる機構を有する船舶その他のプロペラによる人の

身体の障害を防止する構造を有する船舶）については、職員法上、操縦免許証を受有

する小型船舶操縦士が乗船して操船すべき船舶に当たらないことから、上記の運航マ

ニュアルを作成等することなく、従来通り無線操縦による運航が可能です。 
 

3.4 船員法（昭和 22年法律第 100号） 
船員法とは、船員の給料、労働時間その他の労働条件の基準、船長の職務権限や義務、船

内規律等を定める法律です。 
船員法では、船員を船舶に乗り組む船長及び海員並びに予備員と定義しており、総トン数

5 トン未満の船舶は同法の適用が除外される他、総トン数 30 トン未満の漁船1も適用が除外

されます。 
職員法の適用除外を受けて遠隔操縦小型船舶を無人で運航する場合は、船舶に乗り組む船

                                                   
1 船員法第一条第二項第三号の漁船の範囲を定める政令（昭和 38年政令第 54号）で適用除外と
なる漁船の種類を別途定めており、船員法の適用除外となる漁船については確認が必要です。 
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長等が存在しないため、基本的に船員法は適用されません。しかしながら、遠隔操縦小型船

舶に人が乗り組む場合であって、船員法の上記適用除外に該当しない場合には船員法が適用

されます。 
 
3.5 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和 45 年法律第 136 号）（以下｢海洋汚

染等防止法｣という。） 
海洋汚染等防止法に基づく、燃料等油、排気ガス、廃棄物等の船舶からの排出・放出等に

係る検査等の規制（海事局が所掌するものに限ります。）の適用については、無人の遠隔操縦

小型船舶であっても従来の小型船舶と同じです。 
 

4. 遠隔操縦小型船舶の各法令の適用等に関する問合せ先 

遠隔操縦小型船舶について、個々の法令の適用や取扱いに関するお問い合わせにつきまし

ては、【別添 3】に記載する担当課室で承ります。 
これから運航を考えている場合など、特に、人員又は貨物を搭載する遠隔操縦小型船舶の

運航を考えている場合は、計画の構想段階でも構いませんので、お早めにお問い合わせ下さ

い。 
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【別添 1】 
 

遠隔操縦小型船舶（漁船以外）の船舶安全法上の取扱い

 
(1) 小型船舶安全規則の適用 
漁船以外の遠隔操縦小型船舶には、小型船舶安全規則（昭和 49年 8月 27日運輸省令第 36

号）に定められた要件が適用されます。ただし、以下のとおり、遠隔操縦に係る追加の安全

要件が適用されるとともに、同規則のうち一部の要件は適用を免除されます。 
 
(2) 追加の機能要件 
遠隔操縦小型船舶に対し、安全要件として求める追加の機能は以下のとおりです。 
（ア）無線通信により、船舶の機関及び操舵装置を制御できる機能。 
（イ）無線通信の途絶により船舶の機関及び操舵装置を制御できない場合に備えた機能。

なお、無線通信が途絶した場合に、船舶の機関が停止又はアイドリング状態となる

ものについては、本機能を有するものと認められます。 
 
(3) 無人の遠隔操縦小型船舶に対して免除される要件 
定員を有さない（船舶検査証書に記載される最大搭載人員の合計が 0 人）遠隔操縦小型船

舶については、人による使用を前提とした以下の要件は適用されません。 
（ア）無線電信等（船舶安全法第 条第 項）の要件（※なお、免除にあたっては、船舶安

全法第 条の （無線電信等の施設の不適用）の船舶を除き、船舶安全法施行規則

第 条による管海官庁の許可が必要）

（イ）小型船舶安全規則（以下同様）第 章（機関）に掲げる規定のうち下記の要件

・備品（第 節）

（ウ）第 章（排水設備）の要件

（エ）第 章（操舵、係船及び揚錨の設備）に掲げる規定のうち下記の要件

・係船索（第 条）（ただし、係船装置を除く。）

・アンカー及びアンカーチエン又はアンカー索の備え付け（第 条）

（オ）第 章（救命設備）の要件

（カ）第 章（消防設備）に掲げる規定のうち下記の要件

・消防設備の要件（第 条）

・消防設備の備付け（第 条）

・可燃性ガス検定器の備え付け（第 条の ）

（キ）第 章（居住、衛生及び脱出の設備）の要件

（ク）第 章（航海用具）に掲げる規定のうち下記の要件

・双眼鏡、気圧計、自船の速力を測定することができる器具、ラジオ、コンパス、国

際信号旗、海図（第 条）

・デジタル選択呼出装置及びデジタル選択呼出聴取装置（第 条の ）
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・デジタル選択呼出装置等の予備の部品等の備付け（第 条の ）

 
(4) 航行上の条件 
（ア）航行区域 

遠隔操縦小型船舶の航行区域は、原則として、遠隔操縦する位置から 3 海里以内の
範囲に限定します。 

（イ）周辺状況を把握・伝達する機能を有する船舶 
次に掲げる①及び②の機能をいずれも有する場合は、（ア）の限定を一定範囲におい

て解除して、航行させることができることとします。 
① 当該遠隔操縦小型船舶に搭載された機器により「周辺状況を把握する機能」 
② 遠隔操縦者に対して無線通信により「周辺状況を伝達する機能」 
この場合、航行区域は、①及び② の機能を勘案して、その範囲を限定することとし
ます。 
※ ①「周辺状況を把握する機能」により、周辺の他船の航行状況の把握だけでなく、

遠隔操縦小型船舶の航行性能や航行する水域等に応じてより多くの様々な情報

を取得することが必要になるものと想定されます。本機能については、それぞれ

の船舶ごとに取得すべき情報の内容や種類を踏まえたうえで、安全要件の設定、

検査等を行うことになることから、あらかじめ【別添 3】の連絡先にご相談くだ
さい。 

 
(5) 船舶検査の方法 
小型船舶に対し標準として適用される「検査の方法」に加え、(2)で求める追加の機能要件

については、効力試験等適切な方法により、その適合性を確認します。 
 
(6) 自律的な航行能力を有する遠隔操縦小型船舶の取扱い
周辺状況を把握する機能を用い、取得した情報を演算処理し、海上交通ルールに適合しつ

つ自律的な航行を行う機能を有する船舶が想定されます。このような船舶を用いて自律的な

航行をさせようとする場合には、別途、自律航行の機能を踏まえた安全要件の設定、検査等

を行うことになりますので、あらかじめ【別添 3】の連絡先にご相談ください。 

73



7 

【別添 2】 
 

遠隔操縦小型船舶の無人運航にかかる運航マニュアルに定める事項
 
1. 主要目等に関する事項 

遠隔操縦小型船舶の以下の事項について記載する。 
船名： 
全長： 
型幅： 
深さ： 
総トン数： 
機関出力： 
最大搭載人員： 

 
2. 遠隔無線操縦設備に関する事項 

無線遠隔制御設備の概要について記載する。 
 
3. 無人運航の用途に関する事項

無人運航を実施する用途（調査業務等）を記載する。 
 
4. 航行する区域に関する事項 
無人運航の実施を予定している遠隔操縦小型船舶の航行する区域を記載する。なお、複

数の海域を想定している場合は、それぞれ記載する。 
 
5. 遠隔操縦を行うために必要な知識及び能力に関する事項

・遠隔操縦小型船舶を遠隔操縦する者及び当該者を監督する者が、当該遠隔操縦小型船

舶を遠隔操縦するために必要な知識及び能力を有していること（小型船舶操縦免許証

を受有していること、電波法を遵守していること（電波法で定める無線局免許及び無

線従事者資格が求められる場合には、これを有していること）、遠隔操縦小型船舶の遠

隔操縦設備・操作方法（通信状況の把握、安全機能の取扱い及び目視可能な範囲を超え

て運航する場合には、【別添 】 （イ）の周辺状況を把握・伝達する機能の使用方法

を含む）を理解し、適切に操縦（発進、直進及び停止、変針及び旋回等）することがで

きること）を記載する。

・遠隔操縦者が小型船舶操縦船舶を無人運航するために十分な経験を有している（遠隔

操縦設備による船上での操縦の実施経験、小型船舶操縦士が船上にいる状態での遠隔

操縦の実施経験、無線操縦による効力試験での操縦の実施経験など）を記載する。
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6. 無人運航の実施体制に関する事項 
・小型船舶操縦免許証を受有する者により運航を行うものであることを記載する。 
・運航に関して指揮体制がある場合には、その総指揮者や周辺監視者などの体制を記載

する。 
・発航前の検査（燃料及び潤滑油の量の点検、船体・機関その他設備の点検、気象・海象

情報等の収集、その他遠隔操縦小型船舶の安全な航行に必要な準備が整っているかに

ついての検査）を行うことを記載する。

・航行中の見張りの実施体制（無線操縦者とは別に見張りを行う者がいる場合には、見

張りを実施する場所や周囲に船舶がいた場合の操縦者への連絡手段等）を記載する。

・遠隔操縦者及び当該者の監督者は、飲酒、薬物の影響その他の理由により正常な操縦

ができないおそれがある状態で操縦しないことを記載する。

・遠隔操縦者及び当該者の監督者は、衝突その他の危険を生じさせる速力で遠隔操縦小

型船舶を遊泳者に接近させる操縦その他の人の生命、身体又は財産に対する危険を生

じさせるおそれがある操縦を行わないことを記載する。

・実施範囲及び時間（例えば、目視可能な範囲（最大 海里）での航行、多数の船舶が集

まる海域や遊泳者その他の人がいる海域では航行しないこと、日出から日没までの間

のみで航行することなど）を記載する。

・目視可能な範囲を超えて運航する場合又はやむを得ず日没後に実施する場合には、【別

添 】 （イ）の周辺状況を把握・伝達する機能を用いる等、必要な安全対策の内容

を記載する。

・無人運航中であることを周囲の船舶に知らせる方法（船体に無人運航中であることを

表示する等）を記載する。

・無人運航中の安全を確保するために必要な実施体制（無線通信が途切れた等の不具合

が生じた際の対処方法、事故が起こった場合等の非常時における連絡体制等）を記載

する。 
・その他、遠隔操縦小型船舶の運航に必要な安全対策を実施している場合は記載する。
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【別添 3】 
 

遠隔操縦小型船舶の各法令の適用等に関する問合せ先

 
法令 担当課室 連絡先 

総合窓口及び船舶安全法 安全政策課 
船舶安全基準室 

03-5253-8631 

小型船舶の登録等に関する法律 検査測度課 
登録測度室 

03-5253-8640 

船舶安全法（船舶検査） 検査測度課 
船舶検査官室 

03-5253-8639 

船舶職員及び小型船舶操縦者法 海技課 
 

03-5253-8655 

船員法 船員政策課 
 

03-5253-8647 

海洋汚染等及び海上災害の防止に

関する法律 
海洋・環境政策課 03-5253-8636 
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１１．．  ガガイイドドラライインン策策定定のの背背景景・・目目的的  
 

近年、世界的に自動運航船への関心が高まっており、各国において自動運航船

の開発・実証が進められている。例えば、フィンランドにおいて、自律運航や遠

隔操船の実証試験等が実施され、成功したことを公表するなど、世界各地で自動

運航船の実現に向けた取組は着実に進んでいる。こうした動きを受けて、国際海

事機関（IMO）は、2018 年 5 月、自動運航船に対する規制の枠組みに関する検

討を開始した他、2019 年 6 月、国際航海を行う自動運航船の実証試験を安全に

実施するための原則などを定めた暫定指針を策定した。 
 

 自動運航船への関心が高まってきた背景として、一つは技術革新が挙げられ

る。センシング技術や AI、IoT 等の技術の急速な進歩により、自動車分野におい

ては、世界各国で自動運転技術の研究開発や実証実験を官民が連携して積極的

に実施しており、自動化技術への関心が高まっている。もう一つは、自動化シス

テムによる安全面、労働面での改善が期待できることである。船舶事故の約 7 割

はヒューマンエラーが原因とされているが、自動化システムの技術を導入する

ことにより、船員の業務負担軽減や、ヒューマンエラーの減少が期待される。 
 
我が国においては、自動運航船の実現には、最先端技術を用いた船舶の研究開

発を推進する必要がある。このため、国土交通省は、2016 年度より、「 i-
Shipping(Operation)」事業として、IoT 技術やビッグデータ解析を活用した船舶・

舶用機器の技術開発を支援している。 
 
また、国土交通省交通政策審議会海事分科会海事イノベーション部会報告書

（2018 年 6 月 1 日）において、自動運航船の実用化に向け、技術開発と基準・

制度見直しの大枠を示したロードマップを策定した。同ロードマップでは、「陸

上からの操船や AI 等による行動提案で、最終的な意思決定者である船員をサポ

ートする船舶」を「フェーズⅡ自動運航船」と類型化し、2025 年までの実用化

を当面の目標としているが、国土交通省はそのコア技術となる自動操船、遠隔操

船及び自動離着桟の３つの技術の早期実証のため、2018 年度より実証事業を実

施している。 
 
さらに、2020 年 5 月に海事局がとりまとめた「海事産業将来像検討会報告書」

では、当面、様々なレベルで自動運航船の実船検証等が進められると考えられる

ため、さしあたっては、実証事業の知見を生かしつつ、自動運航船の設計、自動

操船システムの搭載、自動運航船の運航等において留意すべき事項などをガイ
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ドラインとして整備し、我が国における自動運航船の実用化に向けた動きを加

速していくこととしている。 
 
今般、これまでの実証事業で得られた知見を活用しつつ、自動運航船の安全な

設計において留意すべき事項等について、「海事イノベーション戦略推進本部

（2018年 10月設置）」の下に設置された「自動運航船安全検討WG（2019年 1
月設置）」において検討を実施し、「自動運航船の安全設計ガイドライン」を策定

した。 
 
なお、本ガイドラインは、現時点までに得られた知見や技術動向等に基づき、

基本的な考え方を示したものであり、今後の技術の進展や国際基準の動向等を

踏まえ、適宜見直すこととする。 
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２２．．ガガイイドドラライインンのの対対象象船船舶舶 
 
本ガイドラインの対象船舶は、「従来は船員が実行している操船に関するタスク1を

構成する意思決定サブタスク2 ,3のうち、一部又は全てを自動化システム4により支援

することが可能な船舶」とする。具体的には、操船（操舵、進路変更・保持、姿勢制

御、推力制御、見張り、航海計画の策定 等）に関する船員が実行するタスクを支援

するための自動化システムのみを対象とし、それ以外のタスク（係船作業、荷役作業、

機関監視・整備 等）については本ガイドラインの対象外とする。 
なお、遠隔制御システム5を搭載する場合においては、特別な注記がある場合を除

き、「自動化システム」を「自動化システム及び遠隔制御システム」と読み替える。6 
 

                                                   
1 本ガイドラインにおける「タスク」は、操船業務を構成する操作や作業を、自動化システム又
は遠隔制御システムの設計に応じて組み合わせたものをいう。（自動化や遠隔制御の対象や範

囲、程度によって、「タスク」は異なる。） 
2 本ガイドラインにおける「サブタスク」は、タスクを構成する操作や作業をいう。 
3 本ガイドラインにおける「意思決定サブタスク」は、サブタスクのうち、認知、判断、対応と
いった人間の意思決定に関わるサブタスクをいう。 

4 本ガイドラインにおける「自動化システム」は、コンピュータシステムあるいはコンピュータ
システムと人間の組合せによって、意思決定サブタスクの一部もしくは全てを自動化するシス

テムをいう。 
5 本ガイドラインにおける「遠隔制御システム」は、意思決定サブタスクの一部もしくは全てを
遠隔で制御可能とするシステムをいう。 

6 総トン数 20トン未満の小型船舶（国際航海に従事する船舶を除く）であって、無線通信によ
り遠隔操縦されるものについては、「遠隔操縦小型船舶に関する安全ガイドライン」（2019年 4
月国土交通省海事局）に従うこととし、本ガイドラインの対象としない。 
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３３．．自自動動運運航航船船のの設設計計ににおおけけるる基基本本的的なな考考ええ方方 
 
世界経済に欠かせない海上物流は、今後とも着実に拡大していくと見込まれ

ているなかで、人的要因による海難事故を減少させる対策は喫緊の課題である。

一方で、我が国の船舶事故隻数は、2019年は 2,053隻7と依然として数多く発生

しており、その約 7割が人的要因によるものである。こうした状況の中で、人間
が行う認知・判断・対応を自動化システムで支援する自動運航船を導入すること

は、人的要因による海難事故を減らす上で大きな意義を持つものとなる。 
 
より安全な海上輸送の実現に向け、また、自動化システムの技術が発展途上に

ある現状を踏まえ、自動運航船の設計に際しては、当面、以下の事項を基本的な

考え方とする。 
① 船員は乗船し、緊急時に常時対応できる体制を整えておくこと 
② 意志最終決定者は船員であること 
③ 自動化システムが実行するタスクを明確にすること 
④ 自動化システムが実行するタスクにおける人間とコンピュータシステムの

役割分担を明確にすること 
⑤ 自動化システムの運航設計領域8を特定すること 

                                                      
7 海上保安庁調べ 
8 ODD(Operational Design Domain)とも表現される。自動化システムが適切に機能する

運用の範囲をいう。 
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４４．．自自動動運運航航船船のの安安全全性性確確保保ののたためめのの留留意意事事項項 
自動運航船の設計にあたっては、次の事項に留意し、その安全性を確保すること

が必要である。 
 
 

（（１１））運運航航設設計計領領域域のの設設定定 
現状、自動化システムは未だ開発段階の技術であり、あらゆる海域や海象条件等

の下で自動運航船が完全に安全な航行を行える技術水準に至っていない。このた

め、自動化システムは個々の自動運航船あるいは自動化システムが有する性能及び

使用の態様に応じた運航設計領域を定め、運用の範囲・条件を制限し、自動化シス

テムの作動に起因した、合理的に予見される事故が生じないことを確保する必要が

ある。 
例えば、次の運用の範囲・条件を設定する必要がある。  

・ 地理条件（航行海域の航路幅、沿岸からの距離 等） 
・ 環境条件（昼、夜、気象、海象、輻輳度、通信状況 等） 
・ その他の条件（航行制限、港湾施設を含む外部からの支援度、信号情報等のイン

フラ協調の要否 等） 
 
（具体的な留意事項） 
① 運航設計領域は、少なくとも以下を考慮して設定すること。 

 自動化システムの作動に必要な種々の情報を収集する機器や装置 

（例：カメラ、センサー、航海計器 等） 

 自動化システムが収集した情報を分析した上で、航海計画を策定する機器や装

置 

 自動化システムが実行するタスクに供される機器や装置 

（例：操舵装置、推進装置 等） 

 船員へのタスクの引継ぎに要する時間 

② 自動化システムまたは船員が、自動運航船が、航行海域の航路幅等の地理条

件、気象・海象等の環境条件等が事前に設定された領域の範囲内にあることを

確実に認識し、同システムが当該範囲内で適切に作動するよう設計すること 

 
 
（（２２））ヒヒュューーママンン・・ママシシンン・・イインンタターーフフェェイイスス（（HMI））のの設設定定 
本ガイドラインにおける自動運航船は、現時点において、無人を想定していない

ことから、タスクの実行のために自動化システムと人間との間において情報（デー

タ）交換が発生する。HMI は、この情報交換を行うための手段や装置を指す。 
 自動化システムの運航設計領域を逸脱した場合や、自動運航船に障害が発生した

場合等において、自動化システムによる実行継続が困難となったタスクは、船員に
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よって確実に認知され引継がれる必要がある。また、平常時においても、船員の意

図する時機に応じ、タスクの引継ぎが行われる必要がある。これらのタスクの引継

ぎが確実に行われるため、HMIの設定においては、船員が理解しやすい表示や音声
での提示方法等を考慮する必要がある。 
 
（具体的な留意事項） 
① HMIは、少なくとも以下の機能を考慮して設計すること。 
 自動化システムの判断に関する情報を船員が容易かつ確実に認知することを可

能とする機能 
 自動化システムからのタスクの引継ぎ要求を船員が確実に認知することを可能

とする機能 
 一部のタスクのみを船員へ引継ぐ要求である場合を考慮して、船員が引継ぐべ

き対象のタスクを確実に認知することを可能とする機能 
 自動化システムから船員にタスクが引継がれたか否かを認識することを可能と

する機能 
 自動化システムが解除された場合、タスクを引継いだ船員が、当該タスクにつ

いて確実に自動化システムが解除されていることを認識できる機能 
② 複数の自動化システムが船上に搭載される場合には、HMIは、複数の自動化シ
ステムの状態を統合して管理及び表示することが可能な機能を考慮して設計す

ることが望ましい。 
 
 
（（３３））自自動動化化シシスステテムム故故障障時時等等のの船船員員のの操操船船へへのの円円滑滑なな移移行行措措置置 
航行海域の環境の変化等により、自動化システムの状態が設定された運航設計領

域の範囲外となる、又は範囲外となる可能性がある場合、並びに、自動運航船や自

動化システムに障害が発生した場合等においては、事故が生じるリスクを最小化す

るための対応が必要である。 
本ガイドラインにおける自動運航船では、船員が乗船し、緊急時等に常時対応で

きる状況を前提としていることから、船員が自動化システムから緊急にタスクを引

継ぐ事態が想定される。よって、緊急の場合であっても船員が的確に対応できるよ

う、船員の役割を明確化する必要がある。また、特に複数の船員が関わる可能性が

ある場合、各自の役割、あるいは、船員の対応の順番等を整理しておくことが必要

であるため、自動化システムの設計においては、タスク引継ぎのプロセスを明確に

して設計する必要がある。 
なお、自動化システムの故障時等において、最終的なタスクの請負者は船員であ

ることが前提であるが、船員が自動化システムからタスクを請け負うまでの間にお

いて、他の手段やシステム等によるタスクの引継ぎが行われてもよい。 
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（具体的な留意事項） 
① 自動化システムから船員へのタスクの引継ぎに関して、プロセスや制限を明確

にし設計すること。 
② 船員にタスクが引継がれるまでの間、自動化システムの機能を維持又は制限し

た状態で、自動化システムの稼働を継続させる設計とすること。 
③ 自動化システムが正常に動いている事を確認する手段9、異常状態及びその認

識手段、異常回復手段、停止手段、復帰手段、及び代替手段を明確に分別し設

計すること。 
④ 自動化システムの主電源が喪失した場合は、簡単な操作により船員にタスクが

引継ぐことが可能な設計とすること。 
⑤ 適切な船員へのタスクの引継ぎが可能となるよう、以下を考慮し設計するこ

と。 
・ 船員がタスクの引継ぎ完了までに要する時間 

（例：船員が自船及び自船周りの状況認識に要する時間、行動策定を行い

うる時間的余裕、視覚暗順応に要する時間 等） 
・ 船の操縦性能において衝突回避等の対応が可能な範囲 

⑥ 警報以外の通知や注意喚起を行う場合、船員が警報とは異なることを視覚的・

聴覚的に認識することが可能な設計とすること。 
⑦ 複数の警報を同時に発する場合においては、警報を要因毎に整理して表示する

等して、船員が混乱せず適切に対応できる設計とすること。 
⑧ 構成する装置が正常に作動していないおそれがある場合、可視可聴の警報が発

せられる設計とすること。 
⑨ 運航設計領域の範囲を逸脱することが事前に予想される場合は、事前に十分な

時間的余裕をもって注意喚起を行い、船員が自動化システムからタスクの引継

ぎ要求がある可能性があることを認識可能な設計とすること。 
⑩ 設定された運航設計領域の範囲を逸脱した場合や自動運航船に障害が発生した

場合等、自動化システムの作動継続が困難であると同システムが判断した場

合、可視可聴警報を発し、船員に対しタスクの引継ぎ要求を行う設計とするこ

と。 
⑪ ⑨において、急激な天候の悪化その他の予測することができないやむを得ない

事由により、自動化システムが事前に十分な時間的余裕をもって注意喚起を発

することが困難なときは、当該事由の発生後直ちに、自動化システムが可視可

聴警報※を発し船員へのタスクの引継ぎを要求し、船員によりタスクが引継が

れるまでの間は、リスクを最小化させるための制御が作動する設計とするこ

と。 

                                                   
9 正常に動いていることを確認する手段としては、コンピュータがフリーズしていない事を船員

に知らせる表示等が考えられる。 
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※この場合において当該警報は、船員により対象のタスクが引継がれ、船員による当該タ

スクに関する正常な操作を検知した場合にのみ終了することができる。 
 
 
（（４４））記記録録装装置置のの搭搭載載 
航海中に起こった海難事故等の原因調査に資するため、自動化システムの作動状

況や船員の待機状況等をデータとして記録する装置を備えることが望ましい。 
 
（具体的な留意事項） 
① 自動化システムを搭載する船舶には記録装置を備え置くことが望ましい。  
② 記録装置は、以下の項目を特定できる情報を保存できることが望ましい。 
・ 自動化システムが作動開始及び停止した時刻 
・ 自動化システムによる引継ぎ要求が発せられた時刻 
・ 自動化システムがリスクを最小化させるための制御を開始した時刻 
・ 自動化システムの作動中に船員が手動操舵などにより引継ぎを行った時刻 
・ 自動化システムが故障のおそれのある状態となった時刻 
・ 使用された航海計画 
・ 自船の時々刻々の状態量（船位、船速等）、各種指示値（指令舵角等）、操

船意図を示す情報 
③ データの保存期間は 2年以上とすることが望ましい10。 
④ 保存された記録は、通信を行うインターフェイスにより取得できることが望ま
しい。 

⑤ 保存された記録は、改ざんされないよう、適切に保護されていることが望まし
い。 

 
 
（（５５））ササイイババーーセセキキュュリリテティィのの確確保保 
自動運航船では、従来よりも多くの場面において情報通信技術を利用するため、

船舶の制御系の乗っ取りや障害を引き起こすサイバー攻撃を受けるリスクが高くな

る。したがって、自動運航船の安全性確保の観点から、自動化システムに応じたサ

イバーセキュリティを確保する必要がある。 
 
（具体的な留意事項） 
① IACS11の「Recommendation on Cyber Resilience12」や日本海事協会の「船舶

におけるサイバーセキュリティガイドライン」等を参考に設計すること。 

                                                   
10 IMO 決議 MSC.333(90)の VDR に関する性能基準を参照 
11 国際船級協会連合 
12 IACS Recommendation No.166「Recommendation on Cyber Resilience」 
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② 自動化システムに関係するサイバーセキュリティに関する最新の情報を収集
し、クラッキング対策等のサイバーセキュリティを考慮し設計すること。 

③ 自動化システムのソフトウェア及びプログラムについて、運用過程においてサ
イバーセキュリティを確保するために必要なアップデート等に係る措置を講じ

ることが可能とする設計とすること。 
④ 外部からの船舶の制御系への不適切な干渉を防止するため、ファイアーウォー
ルの設計等に係る措置を講じることが望ましい。 

 
 
（（６６））避避航航・・離離着着桟桟機機能能をを実実行行すするるたためめのの作作動動環環境境のの確確保保 
自動化システムの機能として、設定された航海計画に従い、センサー等によって

取得された周囲情報、海図や気象情報等の情報を分析した上で、航海計画の策定

や、運航設計領域内で自動運航船を航行させるための操船に関するタスク等を実行

する機能が想定される。また、これらのタスクは、コンピュータシステムにより実

行されるタスクと、船員により実行されるタスクに分別され、自動化システムの能

力に応じて種々に組み合わせたタスクの分担があり得る。よって、船舶の安全な運

航を実現するために、船員が実行しなければならないタスクを明確にするととも

に、自動化システムにより実行できなくなったタスクを船員に引き継げるように設

計することが必要である。 
また、離着桟時等、低船速における操船においては、操縦性能の低下により風や

潮流などの外乱の影響を受けやすくなる。これにより、衝突や座礁などの海難につ

ながるおそれがあるため、低速時の操縦性能低下といった特性を考慮する必要があ

る。 
なお、本ガイドラインでは、自船に備えられた装置を制御して離着桟することを

前提としており、タグボート等との連携による離着桟は対象としていない。 
 
（具体的な留意事項） 
① 船員の意志により自動化システムの作動開始及び停止が可能とする設計とする
こと。 

② 航海計画による運航が終了した後、船員へタスクが引継がれるまでは、自動化
システムにより船舶の安全が維持される設計とすること。 

③ 自動化システムを一時中断し、船員による操船が行われた後、再度自動化シス
テムを使用する際は、当該システムの作動環境が運航設計領域内であることを

確認した後に再開する設計とすること。 
④ 離着桟機能について、岸壁へのアプローチにおけるコースの取り方、船速や岸
壁からの離隔距離における制御余裕(マージン)を考慮し設計すること。特に、
アプローチする際の進入角度、船速に応じた操縦性能の変化を考慮すること。 
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⑤ 避航操船機能について、避航対象（船舶、浅瀬、障害物 等）の状況や状態を

考慮すること。 
⑥ 航海計画策定時において、航海計画のうち自動化システムの運航設計領域の範

囲外となる部分を明確に表示し、航海計画の途中で船員によるタスクの引継ぎ

が必要となることを船員が認知することが可能とする機能を有する設計とする

ことが望ましい。 
⑦ 自動化システム停止時において、使用中であった航海計画等を含む重要データ

が自動的に保存されることが望ましい。また、一時中断後、再度自動化システ

ムを使用する際には、保存データを呼び出すことが可能な設計とすることが望

ましい。 
 
 
（（７７））遠遠隔隔制制御御機機能能をを実実行行すするるたためめのの作作動動環環境境のの確確保保13 
自動運航船において遠隔制御システムを作動させる場合は、遠隔制御施設と遠隔

制御の対象船舶との間で通信を利用することから、通信装置の性能を考慮した設計

とする必要がある。また、遠隔制御施設のオペレーター、船員及び自動化システム

間でタスクの引継ぎが発生するため、自動運航船の安全性確保の観点から、タスク

の引継ぎは確実に実施される必要がある。 
 
（具体的な留意事項） 
① 船員の意志により遠隔制御システムの作動開始及び停止が可能とする設計とす

ること。 
② 遠隔制御を対象とする船舶の運航に関する意思決定サブタスクについて、オペ

レーターと船員との役割分担を明確にし設計すること。 
③ 遠隔制御システムの運航設計領域は、以下を考慮して設定すること。 

 通信の遅延時間、通信路容量及び通信可能エリア 
 運航設計領域(航行区域)における通信状況 
 既存船の操縦性能14を参考とした制御余裕(マージン) 
 更新頻度(データのサンプリング周期、フレームレート 等) 

④ 遠隔制御施設及び船内の操船場所のそれぞれにおいて、船舶を遠隔で制御する

際に必要なリアルタイムの情報を、遠隔制御施設と船舶において許容される遅

延時間内で確認することが可能な機能を有した装置を備え置くこと。 
⑤ 遠隔制御施設及び船内の操船場所のそれぞれにおいて、操船権限の所在を表示

する機能を有した装置を備え置くこと。 

                                                   
13 （７）は遠隔制御システムを搭載する船舶に適用する。なお「自動化システム」の読み替え
は行わない。 

14 IMO resolution MSC.137(76)や検査の方法 B編第 1章で求められる海上試運転で要求される
基準を満たす性能 
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⑥ 遠隔制御システムの運航設計領域の設定に応じて、通信装置の種類や系統数を
適切に組み合わせる等して冗長性を確保することにより、システムの信頼性を

向上させることが望ましい。 

 
 
（（８８））リリススクク評評価価のの実実施施 
自動化システムのシステム供給者15、システム統合者16及びシステム所有者17は、

リスク評価を協力して実施することにより、設定された運航設計領域における安全

性を事前に確認することが重要である。 
リスク評価の実施にあたっては、対象となる船舶のハード面やオペレーション等

のソフト面を考慮する必要がある。  
 
（具体的な留意事項） 
① 自動化システムのシステム供給者、システム統合者及びシステム所有者は、設
定された運航設計領域においてリスク評価を行い、自動化システムの作動によ

って発生する、合理的に予見される事故が生じるリスクが、許容可能な範囲に

収まっていることを確認すること。  
② リスク評価の実施者は、許容できないリスクが確認された場合、追加の安全対
策を講じ、リスクが許容可能な範囲に収まるまで対策を講じること。 

 
 
（（９９））自自動動化化シシスステテムムのの手手引引きき書書作作成成  
運用過程の自動運航船の安全確保の観点から、自動化システムのシステム供給

者、システム統合者及びシステム所有者は、自動化システムの手引き書を協力して

作成する必要がある。 
 
（具体的な留意事項） 

                                                   
15 本ガイドラインにおける「システム供給者」は、システムの設計及び供給を行う事業者をい
う。（例：メーカー） 

16 本ガイドラインにおける「システム統合者」は、システム供給者より供給されたシステムを
統合システムへと統合し、これを提供する事業者をいう。設計の段階においては、複数のサブ

システムをシステムとして統合する役割を担う。システム供給者を兼ねることもできる。（例：

メーカー、造船所） 
17 本ガイドラインにおける「システム所有者」は、自動化システムや遠隔制御システムを運用
する船舶の所有者をいう。システムの所有者は、当該船舶の運航会社等にシステム所有者とし

ての役割の一部を委譲することができる。遠隔制御システム（遠隔制御施設）の運用者が、船

舶の所有者と異なる場合も考えられ、その場合も遠隔制御システムを運用する事業者にシステ

ム所有者としての役割の一部を委譲することができる。システム統合者やシステム供給者と契

約を締結する事業者でもある。（例：船主、海運会社） 
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自動化システムのシステム供給者、システム統合者及びシステム所有者は、自

動化システムの運用者向けの、自動化システムの機能等の概要、運用方法、運航

設計領域の範囲及びタスクの引継ぎ手順等をまとめた手引書を作成すること。 
 
 
（（１１００））法法令令のの遵遵守守 
自動運航船は、設定された運航設計領域の範囲内において、自動化システムの作

動に起因した、合理的に予見される事故が生じないことを確保する必要がある。 
また、自動運航船は自船及び周囲の安全を確保するため、自動化システムを搭

載・作動する場合においても法令を遵守する船舶である必要がある。18 
 
（具体的な留意事項） 
① 自動運航船は、船舶安全法、海上交通安全法、海上衝突予防法、港則法等、船

舶の航行・安全に関する法令を遵守する船舶であること。 
② 自動化システムの作動停止中であっても、①を維持するための操船を可能とす

る設計とすること。 
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